
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

○　新規貸与者数75名

○　貸与者のうち返還免除対象施設への就業率75％

Ｈ27
H28

目標

H26末

（実績）
目標 成果 達成状況

75名

75%

合計 78,708 73,362

75名 78名 達成

未達成80% 75% 74%

80,340

成果目標の達成状況

項目

新規貸与者数

返還免除対象施設就業率
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担

当

課

部局 健康福祉部

３　医療従事者の養成・確保 実施期間 S37 ～

県が関与

する理由

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

・看護師等の人材確保の促進に関する法律

・長野県看護職員修学資金貸与規程
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施策の総合的展開

６－１　健康で長生きできる地域づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

　修学資金の貸与により、看護職員の県内中小医療施設への就業を促進する。

　成果目標：人口10万人あたりの就業看護職員数　1，261.2人（Ｈ24）→1，326.7人（Ｈ29）

○毎年約200名に貸与を行っており、卒業者の７０％～８０％程度が返還免除対象施設（県内中小規模医療機関等）に就業している。

○平成24年末の人口10万人あたりの就業看護職員数は1，261.2人（全国1，134.4人）と全国を上回っているが、二次医療圏毎には地域

間の偏在が見られる。超高齢社会を迎え、地域医療の安定供給のために看護職員の確保や看護の質の向上は大きな課題となっている。

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績

H27 H28

（当初） （決算） （当初）

看護職員修学資金貸付事業 貸付金

看護師等養成施設に在学中の者で、免許取得後、直ちに県

内中小医療機関等に就業する意志を有する78名に貸与。

78,708 73,362 80,340

78,720 78,708 80,340

合計（A) 80,657 80,340

86名

27年度27年度27年度27年度 28年度

当初予算 80,657

補正予算

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの

財源

78,720 78,708

概　算

人件費

0.20 0.20 0.20 0.20

1,652

75,929 74,712 73,362

1,655

25,000 22,500 19,200 20,500

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　現状では、看護職員が不足しており、引き続き修学資金貸与による中小医療機関への就業の促進が必要である。

目標に対

する成果

の状況

　新規貸与については前年度より8名少ない78名に貸与を行い、県内中小医療施設への就業を促進した。

　返還免除対象施設への就業率については、貸与者のうち退学者が7名おり、就業率達成とはならなかったが、県内の医療施設等への就

業率は、94%であり、当県の看護人材の確保に寄与できた。

 概算事業費（B（A）+C） 77,581 76,364 75,017 81,995

1,652 1,655

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

55,657 56,220 59,508 59,840


